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国外移住による租税回避とそれへの対応
1 .個人富裕層による国際的租税回避と
当局の対応
グローパル化の進展に伴い、個人富裕層による国際的
租税回避に対する関心が高まっている(注)。
(注)なお、ここでいう富裕層とは純資産額100万ドル
以上の者である。ちなみに、野村総合研究所によれば、
2011年時点における純金融資産1億円以上の世帯は約
80万世帯、資産総額188g!5円、純資産5000万円以上の世
帯 (286.7万)とあわせた総資産総額は196兆円とのこ
とである。また、「国際的な非営利団体TaxJustice 
Networkが2012年に行った調査によれば、これらの富
裕層によるオフショア資産の保有総額は、約13兆ユ}
ロ(約1500兆円)に達するとのことである。
特に、最近では、財源不足に悩む各国の政策当局が、
手っ取り早い増収策としてこの分野に着目するようにな
ってきている(注)。
(注)例えば、わが国や米国では富裕層に対する所得税
の上限が5パーセント引き上げられている。また、フ
ランスでは5割の引き上げと上限税率が50%から75%
に引き上げられている。
また、この分野に対する課税強化は、国民に付加価値
税等の負担増を求める際、必ず問題となってくる公平負
担という視点からみても、比較的反発の少ない施策であ
る。
そこで、以下では、個人富裕層による国際的租税回避
の手口及ぴそれに対する課税当局の対応等について考察
するとともに、今後の対応策について具体的提言を試み
ることとしてみたい。
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I.個人富裕層による財産の国外への移
転と当局の対応
個人富裕層による財産の圏外への移転の状況
個人富裕層が保有している資産の大部分は圏内に所在
している(桟)。
(注)例えば、 2009年5月に公表されたOECDレポー
トによれば、日本では約99%、北米では98%、ヨーロッ
パでも90%は圏内で保有されているとのことである。
しかし、圏内にある資産に対しては、例えば不動産で
あれば所有者名が登記されており、預金や証券類等につ
いても、金融機関を通じ所有者名が入手できるし、そう
でない場合であっても調査すればそれらの所有者名を明
らかにすることが可能である。
そこで、富裕層の中でも大口の富裕層を中心に、ぞれ
らの資産を海外に移転する動きが加速してきてい
る(注)。
(注)その結果フランスでは有名人の何人かがベルギー
やロシアに移住するとしてマスコミ等でも大きく取り
上げられた。また、 2012年2月13日付日経ビジネスで
は、わが国の納税者が手荷物で多額の現金を海外に持
ち出しているという事例が紹介されている。
II. 圏外への資産移転に対する当局の対
応
個人富裕層によるこのような資産の圏外移転に対し、
多くの国で採用されている手法としては、次の2つである。
①フロー面からのアプローチ
この手法の典型例は、わが国で採用されている「圏外
送金(受金)報告制度」である(注)。
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(注)これと同様の制度は米国でも採用されている。
(Fin. CENに碁づく Form8300) 
ちなみに、わが闘の場合、国外送金又は国外からの送
金が1国当たり100万円超のものについて、金融機関か
ら課税当局に報告されるシステムとなっている(内国税
の適正な確保を図るための国外送金等に係る調書の提出
等に関する法律(以下、単に送金等法という) 3条、 4
条)。
②ストック面からのアプローチ
この点に関しては、殆どの先進国で国外財産を把握す
るための法的手当てがなされている(注)。
(注)ちなみに、これと同様の制度は主要先進国におい
ても採用されている(参考資料にて参照)
それに対し、わが国では所得金額2.000万円超の者に
対する財産債務明細書という制度はあった(所得税法
232条)ものの、その対象は国外財産のみを対象としたも
のではなしかっ、提出義務者も限られていた。
そこで、平成23年度の税制改正で、所得金額の如何に
かかわらず国外に保有している財産の合計額が5.000万
円超の者に対する「圏外財産調書制度jが創設された。
町.居住地の変更による租税回避
無制限納税義務者から制限納税義務者となる手軽な方
法は、国外への移住である。
1 .所得税の場合
例えば所得税であれば、圏外に住所又は 1年以上の居
所を移しただけで、制限納税者たる「非居住者Jになっ
てしまう。
それに対し、米国のように市民権(国籍)に着目した
謀税方式であれば、たとえ租税回避目的で国外へ移住し
たとしても、税務上においては、それらの者を無制限納
税義務者として、その全世界所得に対して課税すること
が可能になる。
あわせて、国外移住に際し、租税回避目的でない旨の
誓約書を徴求するということも考えられる。
また、英固などのような本籍地 (domicile)概念による
こととした場合で、あったとしても、その者が日本国籍を
保持している以上、将来日本に戻ってくる可能性は極め
て高いわけで、あるから、やはり無制限納税者として扱う
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ことが可能である。
もうひとつの選択肢は、経済的なネクサス(つながり)
の濃さに着目して、居住者か非居住者を判断するという
方法である。とれについては、例えば、リタイア後の移
住等で財産を持って出る行為又は海外移住に前後して国
内にある財産を国外に移すと言う行為には対抗できな
Uミ。
2.相続税、贈与税の場合
居住者の定義について、国籍条項を導入した場合、所
得税以上に有効な対抗策になるとみられるのが、相続
税・贈与税である。というのも、所得税の場合であれば、
課税対象となるのは投資の果実部分のみである。それに
対し、相続税、贈与税の課税対象となるのは、財産その
ものだからである O
それだけに、無制限納税義務者から制限納税義務者に
税務ポジションを変更するメリットは大きい。
しかも、無制限納税者のままでいたとしても、財産を
圏外に移すことにより、税務当局の目から逃れられる可
能性が増大する。
このようなことから、富裕層の間では、財産の国外へ
の移転が活発に行われてきた。
そして、それらの者の大部分に税務アドバイザーが付
いているため、財産の国外移転のやり方及ぴ租税回避の
手段も複雑かつ多岐にわたっている(注)。
(注)OECDの[個人宮裕層とタックスコンブライア
ンス (2009年5月)Jレポートによれば、英国では、富
裕層の70%近くにの人に何らかの形で独立のアドバイ
ザ、ーが付いているとのことである。
もちろん、財産の悶外移転などに代表されるオフショ
アを利用した租税回避は、富裕層のみの専売特許ではな
く、全ての領域の納税者にみられる(例えば、アジアへ
の無税タバコ、酒類の買い出しなど)現象である。
しかし、洗練されたスキーム、多額の報酬が必要とさ
れるスキームは、より豊かな富裕層に集中している。
しかも、寓裕層は他の納税者群と比して、国際間の流
動性がより高いという特色を有している。
そのため、このような手段により租税回避が行われる
と、それに伴う税収ロスはその分だけ大きくなる(注)。
(注)例えば、米国では富裕層が人口に占める割合は1
%にすぎないが、それらの者から得られる所得税収は
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全所得税収中約4割を締めている(前述OECDレポー
トによる。)。
3.非居住者
「非居住者」に関する規定が設けられたのは、昭和32年
(1957年)である。
ちなみに、この規定が設けられたのは、次のような理
由によるものである。「生活の本拠が外国にあり、一定
の滞在期間後に本聞に帰国することが予定されている者
について、本人が日本に入国する前に本国で得た資産に
ついて、その所得を本国で受け取り、本国で保有する資
産所得等についても、一般居住者の場合と等しく課税す
ることは実情に即しない面もあり、諸外国の立法例でも、
我が固に所得税法のように一定期間居所を有する者に対
して無制限の納税義務を負わせる建前としている場合で
も、実際の運用商においては永住の意志がなくて入国し
た外国人は居住者とせず、非居住者として取り扱い、そ
の本国に源泉のある所得には課税しないことにしている
例が多い。J(昭和32年「改正税法詳解J税経過信・臨時
増刊・ 131頁より)。
その結果、「圏内に永住する意志がなく、かつ、現在ま
で引き続き 5年以下の期間圏内に住所又は居所を有する
個人」を「非永住者」とし、それらの者の課税所得の範
囲を、①圏内源泉所得と②圏外源泉所得のうち圏内払い
のもの及び圏内に送金されたもの、の二つに限定してい
た。
然るに、この制度を利用して、例えば海外に駐在して
いた邦人が帰国後5年間非永住者となり、圏外源泉所得
の課税を免れたり、海外から我が国に派遣されてきてい
る者が5年ごとに海外に転勤等をくりかえすことによ
り、圏外所得の負担回避を図るような事例がみられた。
そこで、平成18年度の税制改正で、「非永住者」の定義
が次のような形に改められた。
i(筆者注:非永住者とは、)居住者のうち、日本国籍を
有しておらず、かっ、過去10年以内において圏内に住所
又は居所を有していた期間の合計が5年以下である個人
をいう。」
(下線部分著者強調)
剛
その結果、たとえ積極的な租税回避の意図等がなかっ
たとしても、富裕者によるオフショアへの資産移転や移
住等によって結果的に租税回避となっていた場合には、
他の者によってそれらの行為が行われていた場合に比
べ、税収ロスの面、他の者の納税意欲に与えるの面の双
方に、より大きなインパクトを及ぼす。
しかも、これらの者は、国際的な流動性も高い。その
ため、海外移住やオフショアへの資産移転による租税問
避も容易である(例えば、前述したOECDレポートイン
トロダクション パラ 3)。
特に、我が固においては、前述したように、無制限納
税義務者と制限納税義務者の区分を居住期間のみによっ
ていることから、圏外に一定期間以上居住することで容
易に相続税、贈与税の租税回避が可能になってしま
う(注)。
(注)もっとも、現行制度の下においても、その者が日
本国籍保有の場合であれば、 5年以内の海外居住でも
「非居住無制限納税義務者」として課税できるという
制度は設けられている。しかし、それらの規制も親と
子がともに5年超連続して海外に居住することで回避
できてしまう。
したがって、日本国籍保有者であれば、たとえ長期間
閣外居住であったとしても、無制限納税義務者として課
税できるようにすべきである。また、日本国籍がなけれ
ば、非居住者となるだけで簡単に制限納税者に転換でき
てしまう。
1.諸外国の対応
(1)米国
国籍主義課税制度を採用している米聞においても、オ
フショア所在財産に係る報告制度の強化 (FATCA)な
ど、制度面における国際的租税回避防止に力をいれてい
る。更に、租税回避目的で米国籍を離脱した者に対し、
米国に戻った際にその所有する米国内の資産に対し、遺
産税、贈与税の最高税率で課税するという法案を議会に
提出するなど、国籍離脱者に対してより厳しい姿勢をと
V.オフショアへの資産移転への対応 るようになってきている。
他方、国外財産について、自発的に開示した場合は、刑
相続税(遺産税を含む。)及び贈与税の分野においては、 事告発の対象としないといった施策も導入するなど「ア
かなり高額の控除が認められているため、そもそもこれ メ」と「ムチ」の双方を利用してこれに取り組んでいる。
らの税の対象となる者はその殆どが富裕層で占められて それらに加え、執行面においても、事務運営の重点施
いる。 策として、①納税者サーピスの向上と、②納税義務の適
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正な履行、の2点をあげている O 特に、後者の中では、
オフショアに係るコンブライアンスの向上を最重点施策
とし、重点的な予算配分を行っている(注 o
(注)ちなみに、 2013年度のIRSの予算のなかで、オフ
ショア・コンブライアンス向上のための予算は人件費
を除き1.1億ドルとなっているが、これは調査・徴収に
係る全経費 (4.3億ドル)の約4分のlを占め、執行
(enforcemen t)予算中、税制改正のための PR費用
(1.28憶ドル)に次ぐ規模となっている。
(2)英国
英国でも、一所得税のいわゆる90日ルール(過去4年
間で90日超英国滞在であれば所得税法上居住者とみなし
て全世界所在財産に課税するというルール)に代え、過
去20課税年度中17課税年度英国に所在していた場合、そ
の者を英国居住者全世界所在財産にとみなして課税する
という制度などによりこれに対抗している。
さらに、これらの措置に加え、米国と同じ様に、オフ
ショア資産に係る自発的開示を促進しており、これに従
った場合は刑事告発はしないこととしている。
(3)フランス
なお、フランスでは、これまでは、居住者・非居住者
のほ分についてわが国と同じ基準が採用されていた。し
かし、昨年所得税の最高税率の大幅引き上げが決定され
たことから、富裕層による国外移住等が続発している。
その結果、何らかの対抗措置を講じるべきではないかと
いう声が高まってきている(注)。
(注)たとえば、ルイ・ヴイトンのオーナ}によるベル
ギーへの移住、有名俳優によるロシア国籍の取得(但
し、フランス国籍も留保)など。
これらの施策に加え、オフショア資産に係る自発的な
開示制度が導入されている。
2.わが国の対応
国際的租税回避への各国のこのような対抗策を踏ま
え、わが国においても、例えば国外送受金に係る税務当
局への報告限度額の引き下げ(1回あたり200万円超→
100万円超(平成21年度改正))がなされている O その結
果、それまで年間300万件台で推移していた報告件数が
500万件近くにまで増加している(国税庁レポートによ
る。)また、平成23年度の税制改正で、国外財産調書制度
(但し施行は平成25年度から)が創設されるなど、富裕層
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による国際的租税回避に厳しい措置が取られるようにな
ってきている。(なお、国外財産調書制度の概要につい
ては参考資料を参照)
しかし、米国や英国、フランスなどと比較した場合、
いくつか改善で導入されているオフショア資産に係る自
発的な開示(いわゆるボランタリー・ディスクロ}ジャ
ー)とそれに伴う刑事告発免除(いわゆるタックス・ア
ムネスティ)制度は導入されるまでには至っていない。
そこで、以下では、まとめに代えて、いくつかの提言
を行ってみたい。
VI. より効果的な対抗策に向けての具体
的提言
これまでにみてきたような各国の対応策等も踏まえ、
以下ではより効果的と思われる当局の対抗策について提
言を試みることとしてみたい。
提醤その1 圏外財産調書制度の報告限度引下
げ
圏外財産調書制度では、合計額5，000万円超の国外資
産を報告の対象としている。これは、相続税の基礎控除
額と同一水準にしたものである。
したがって、将来相続税について基礎控除額が引き下
げられた場合には、それと同じ水準まで報告対象となる
資産の金額を引き下げるべきである。
提富その2 圏外送金報告制度の累積額基準の
導入
国外送金報告制度が導入された当時、要報告対象は、
l回当たり200万円超となっていた。しかし、その限度
内ギリギリの廃止に至った経緯がある O
しかし、米国の事例などをみると、この制度にも一定の
効用があることは事実のようである(注 o
(注)例えば、 UBSの元行員は米国市民のオフショア
口座を利用して脱税に関する情報を提供したことで、
2012年に約l億ドル (85億円)の賞金を受領している
(UBS広報)。
国外財産調査制度が創設されたにもかかわらず、これ
に従っていなかった者にはペナルテイが課されることに
なってはいるが、あわせてこの種の措置を導入すること
により、同調書の提出がさらに促進されるようになるこ
とが期待できる。
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提言その3 インフォーマント制度の再導入
米国では、脱税情報等を提供した者(インフォーマン
ト)に対し、その情報に基づき脱税が摘発された場合、
増差税収(延滞租、加算税を含む。)の10%-30%相当額
を報賞金として支給することとしている (IRC7623条
(a))。
これに類似した制度は、かつてわが国においても「第三
者通報制度Jという形で存在していた(昭和22年-28年)。
当時はこの制度が「密告」を推奨するものだとして不
評だったため、金額を利用して報告のがれをしていた例
がみられたこと等から、平成21年度の改正で1闇あたり
100万円超に改められた。
この改正を後においても限度ギリギリの送金(受金)
を多数回行うことにより、実際には多額の送金をしてい
ながら報告対象になっていないという事例も散見される
ようである。
これは、この制度がいかに効果的に機能しているかとい
うことの裏がえしでもある。
(参考1)主要国における法定資料制度の概要(個人)
園内送金、預金の入出金
海外送金
海外資産
(注)ただし、記帳保存意義あり
(出典)財務省資料を一部修正
(参考2)主要国における「外国資産報告制度」の概要
報告者等
問。
そこで、上記のようなやり方による報告のがれを防止
するため、例えば年間累積で例えば1，000万円超の事例
についてもあわせて要報告とするように改めることと検
討すべきである。
提言その4 自発的開示(タックス・アムネステ
イ)制度の導入
圏外財産調書制度に類似する制度(オフショアに所有
する資産の報告制度)の創設又は強化と進行し、わが国
を除く全ての先進国で納税者がそれまで報告していなか
った海外資産等について、自発的に開示すれば刑事告発
(本税、延滞税、加算税は徴収する)はしないという制度
を導入している。
課税の公平確保という観点からすれば容認しがたい点
があることは事実であるが、納税者に是正の機会を与え、
より効率的な税務行政に資するという点でこのような方
式にも一定のメリットがあることは事実である。
少なくとも、導入すべきか否かの検討課程は行うべき
ではないかと考える。
(2011年11月現在)
違反があった場合の措置
O ①の場合、当該口座に係る情報の未報告について、口座l件当たり l万ドル以下の
O ①暁高l万ドル超の外国金融講座、② 制裁金(故意の場合は10万ドルと口座残高の50%のいずれか高い金額の制裁金)。ま
米
5万ドル超の特定外国金融資産(外国預 た、刑事罰として、 5年以下の懲役若しくは25万ドル以下の罰金またはその併科
金口座、外国法人が発行する有価証券等) O ②の場合、当該金融資産に係る過少申告額の40%(通常20%)の制裁金。また、刑
を保有する個人・法人等 事罰として、 1年以下の懲役もしくは2.5万ドル(法人は10万ドル)以下の罰金または
その併科。
独 O 外国法人の10%以上の持分等を保有す O 未報告の場合、 5，000ユーロ以下の制裁金。る個人・法人等
O 外国金融口座、外国生命保険契約を保 O 未報告の口座l件当たり1，500ユーロの制裁金。なお、情報交換協定等未締結国に仏 有する個人 保有する未報告口座についてはl万ユーロの制裁金。O 未報告の保険契約に係る払込額の25%の制裁金。
O 以下のいずれかの金額の制裁金が課される。
ー未報告の場合、督促後違反継続期間中、 1日25ドルの制裁金(最低100ドル、最高2，500
カ日 O 合計10万円レ超の外国資産を保有する ドル)個人・法人等 ー故意による未報告の場合、督促後違反継続期間中、月1，000ドルの制裁金(最高24，000
ドル)
-24ヵ月以上の未報告の場合、未報告額の5%。
豪 O 合計5万ドル以上の外国資産、外国法 O 未報告の場合、最大でl年以下の懲役もしくは5，500ドル以下の罰金またはその併
人の10%以上の持分等を保有する個人 科。
韓 O 合計10億ウォン趨の外国金融口座を保 O 未報告の場合、口座残高の10%以下の制裁金等。有する個人・法人
(注)これらの国では、居住者が未報告の外国口座等からの所得を自主的に申告した場合に制裁金などを軽減する仕組み等を時限的または恒
久的に採用し、コンブライアンスの履行を促進している。
(出典)税制調査会資料(平成23年11月8日)
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(参考3)圏外財産調書制度創設に閲する国税庁パンフレット
圏外財産調書の提出制度が創設されました
~法施行後の最初の圏外財産調書は、ま腿廷段取県五担扱恩燃麗虫食惹設現主連費して、ま殿銭規立膝;立
に提出していただくことになります。~
制度の趣旨・概要等①
(趣旨)
適正な課税・徴収の確保を図る観点から、圏外財産を有する方からその保有する圏外財産について申告をしてい
ただく仕組み(圏外財産調書制度)が創設されました。
(概要)
その年の12月31日において、ヰ与のイ而猫の令官十描都民 000方向砂紹長 :b聞外財密(注)砂方寸:biずは、その財産の 類、~前~内 町~町~山内~ぷ~山内町山内~明~山内内~悼ん へユーニ~ぷ丸一平Jお4足以
数量及ぴ価額その他必要な事項を記載した調書(以下「圏外財産調書」といいます。)を、翌年の3月15日までに、
所轄税務署長に提出しなければならないこととされました。
(注)r国外財産」とは、「国外にある財産をいう」こととされています。ここでいう「国外にある」かどうかの判定
については、財産の種類ごとに行うこととされ、例えば次のように、その財産自体の所在、その財産の受入れを
した営業所又は事業所の所在、その財産の発行者等の所在などによることとされています。
(例)・「動産又は不動産Jは、その動麗又は不動産の所在
. r預金、貯金又は積金」は、その預金、貯金又は積金の受入れをした営業所又は事業所の所在
・「社債又は株式」は、その社債又は株式の発行法人の本庖又は主たる事務所の所在
(圏外財産の価額)
圏外財産の「価額」は、その年の12月31日における「時価」又は時価に準ずるものとして「見積価額」によるこ
ととされています(注)。また、「邦貨換算」は、その年の12月31日における「外国為替の売買相場」によることとされ
ています。
(注)上記の「時価」又は「見積価額」の具体的な算定方法、及ぴ「外国為替の売買相場」の具体的な基準について
は、今後、通達等において示す予定です。
(圏外財産調書の記載事項)
圏外財産調書には、提出者の氏名、住所(又は居所)に加え、圏外財産の種類、用途(一般用及ぴ事業用の別)、
所在、数量、価額などを記載することとされています。
(注l)r事業用」とは、不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業又は業務の用に供することをいい、「一
般用」とは、それ以外の用に供することをいいます占
(注2)国外財産調書の様式(イメージ)は、次頁のとおりです。
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制度の趣旨・概要等②
【圏外財産調書の様式(イメージ)}
平成25年 12月 311:1分国外財顧問書
圏外財鹿を
住所又は居所 府京都千代同区慌が関3-1-1
有する者
民 名 回現太郎
。草書舌) 3581-XXXX 
国外財麗 報網 用 鎗 預T 在 数 官設 イ函 組 脅爾 考の区分
アメリカ00州・
預金 普通 -II!設用 00銀行 00支 J苫 1 8，600，000 
アメリカAA州・・・
有価融持 梯式 一般用 001no. 6.000 窃4.000，000
1 r I 
i 合計額 70，ω0，000 I 
〈捕寓》
(注)国外財産調書の具体的な記載要領及びこの様式と併せて提出していただく「合計表」の書式にワいては、今後、
通達等において示す予定です。
(所得税法上の「財産及び債務の明細書」との関係)
圏外財産調書の提出者が、所得税法上の「財産及び債務の明細書」を提出する場合には、その財産及び債務の明
細書には、圏外財産調書に記載される「圏外財産」に関する事項の記載を要しないこととされています。
(圏外財産調書の適正な提出の確保策)
圏外財産調書制度においては、適正な提出をしていただくために次のような措置が設けられています。
イ.圏外財産調書の提出がある場合の過少申告加算税等の優遇措置
圏外財産調書を提出した場合には、記載された国外財産に関して所得説・相続税の申告漏れが生じたときであ
っても、加算税が5%減額されます。
ロ.圏外財産調書の提出がない場合等の過少申告加算税等の加重措置
圏外財産調書の提出がない場合又は提出された圏外財産調書に圏外財産の記載がない場合(記載が不十分と認
められる場合を含みます。)に所得税の申告漏れが生じたときは、加算税が5%加重されます。
ハ.故意の圏外財産調書の不提出等に対する罰則
圏外財産調書に偽りの記載をして提出した場合又は正当な理由がなく期限内に提出しなかった場合には、 1年
以下の懲役又は50万円以下の罰金が科されます。ただし、期限内に提出しなかった者には、情状により、その刑
を免除することができることとされています。
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川田剛教授年譜
1967年3月
東京大学卒業
1997年4月-2003年3月
国士舘大学教授
1997年4月-2004年3月
税務大学校国際租税セミナー講師
1999年~現在
日本公認会計士協会租税相談員
2004年4月
明治大学専門職大学院グローパル・ビジネス研究科専任教授
2005年4月-2008年3月
東京国税局研修講師
2007年3月-2008年3月
法務省入国管理局講師
2013年3月
明治大学専門職大学院グローパル・ビジネス研究科専任教授 定年退職
受賞
1990年国際課税の基礎知識 日税研研究奨励賞
2006年 OECDモデル租税条約コメンタリー逐条解説(徳永匡子との共著)租税資料館賞
所属学会
租税法学会、国際租税学会 (IFA)日本支部理事、日本税務会計学会
研究活動
<著書〉
1. r圏外財産調書制度』税務経理協会、 2012年9月
2. r英和対照税金ガイド(平成23年版).1財経詳報社、 2012年9月
3. rQ&Aタックス・ヘイブン対策税制のポイント』財経詳報社、 2012年5月
4. r海外赴任者の税務J税務経理協会、 2012年4月
5. r租税法入門(入訂版H大蔵財務協会、 2012年4月
6. r基礎から身につく関税通則法J大蔵財務協会、 2012年2月
7. rタックス・ヘイブン対策税制/過少資本税制(改訂版H税務経理協会、 2010年12月
8. r移転価格税制J税務経理協会、 2010年10月
9. r国際課税の基礎知識(人訂版).1税務経理協会、 2010年10月
10. rケースブック海外重要租税判例』財経詳報社、 2010年6月
1. r基礎から身につく国税通則法J大蔵財務協会、 2010年6月
12. r会計と税務のズレ』千倉書房、 2010年5月
13. r租税法入門 (6訂版)，J大蔵財務協会、 2010年4月
14. r租税法入門 (5訂版H大蔵財務協会、 2010年4月
15. r基礎から学ぶ法人税 (5訂版).1大蔵財務協会、 2009年9月
16. r英和対照税金ガイド(平成21年版)j財経詳報社、 2009年7月、ト74
17. r租税法入門 (4訂版).1大蔵財務協会、 2008年4月
18. r国際租税入門(租税条約).1税務経理協会、 2008年3月
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19. r移転価格税制』財経詳報社、 2008年1月
20. r基礎から学ぶ法人説法(三訂版H財団法人大蔵財務協会、 2007年9月
21. r英和対象税金ガイド 平成19年版』財経詳報社、 2007年7月
2. r租税法入門(三訂版)j財団法人大蔵財務協会、 2007年4月
23. rやさしい国税通則法平成19年度版』財団法人大蔵財務協会、 2007年4月
24. r国際課税の基礎知識(七訂版H税務経理協会、 2006年1月
25. r新会社法と平成18年度税制改正の税務j(共著)、(財)大蔵財務協会、 2006年7月
26. rOECDモデル租税条約コメンタリー逐条解説.i (共著)、税務研究会、 2005年12月
27. r日本版LLP'LLCの理論と税務一多様な事業体のすべて-.1財経詳報社、 2005年10月
28. r基礎から学ぶ法人税法(二訂版).1 (財)大蔵財務協会、 2005年7月
29. r租税法入門(改訂版).i(財)大蔵財務協会、 2005年4月
30. r海外税制参考資料集 (H15年版).1 (社)日本租税研究協会、 2003年9月
31. rやさしい国税通則法(Hl5年版).1 (財)大蔵財務協会、 2003年6月
32. r租税法入門.1 (財)大蔵財務協会、 2003年4月
3. rQ/Aで学ぶ連結納税ガイド』税務研究会、 2002年10月、 p2-47、p186-206
34. r海外税制参考資料.J <社)日本租税研究会、 2002年9月
35. r移転価格税制の基礎知識J税務経理協会、 2002年7月
36. r基本法人税法J大蔵財務協会、 2002年6月
37. rQ/A法人税の基礎J税務研究会出版局、 2002年5月
38. rやさしい国税通則法.1 (財)大蔵財務協会、 2001年7月
39. rタックス・ヘイブン対策税制/過少資本税制J税務経理協会、 2000年10月
40. r国際課税の基礎知識(五訂版).1税務経理協会、 2000年4月
41. r現代税務会計要論』税務経理協会、 1999年7月、 p176-216
42. r現代租税要請J税務経理協会、 1997年12月、 p3-5、p151-174
43. r国際課税の理論と課題(改訂版).1税務経理協会、 1999年4月、 p139-175
<論文>
l. I居住者・非居住者と住所ー武富士事件との関係でJ(r国際税務j3113、税務研究会、 2011年3月、 p.63-67)
2. Iタックス・ヘイブンの現状J(r租税研究』日本租税研究協会、 2009年1月)
3. I通謀虚偽表示があり量加算税が課された事例J(rジュリストJ有斐閣、 2009年2月)
4. I国外への住所移転による贈与税租税回避J(r月刊税務事例』財経詳報社、 2007年12月)
5. Iコンブライアンスと税務J(r租税研究』日本租税研究協会、 2007年1月)
6. Iホステス等への報酬に係る源泉徴収の「計算期間」の意義J(rジ、ユリストJ有斐閣、 2007年3月)
7. I非居住者・非永住者JU税務通信』税務研究会、 2007年1月)
8. I非居住者・外国法人の税務(シリーズ)J (r月刊税経通信』説務経理協会、 2005年4月)
9. I国際化に対応した法人租税見直しの方向性J(r租理jVo1l47/2、2004年、 p.2-9) 
10. I海外における国際租税判例の動向シリーズJ(r月刊税務事例』財経詳報社、 2004年4月)
11. I租税回避(脱税と節税との接点)シリーズJ(r税務通信J税務研究会、 2003年4月一2004年3月)
12. I海外における国際租税判例の動向(シリーズ)J(r月刊税務事例』財経詳報社、 2003年6月一2004年3月)
13. r租税条約(シリーズ)J (r税経過信J税務経理協会、 2003年4月一2004年3月)
14. r業務委託費」名目で支出された全員が寄付金とされた事例J(Wジュリスト』有斐閣、 2004.1.1-15合併号、 2004
年1月、 p.255-258)
15. r米国の租税回避策の動向J(W国際租税研究jNo.l1、2003年10月)
16. r外国税類削除余裕枠の利用是正に関する大阪高裁判決についてJ<r国際税務』税務研究会、 2003年9月)
17. I外国税類の対象となる法人税の動向J(rJrCPAジャーナル2003.9j第一法規出版、 2003年9月)
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18. I判例・採択例からみた国際課税の動向XXVT(移転価格税制に関する係争事業)J(r国際税務』税務研究会、 2003
年8月)
19. I新人経理マンのための税務調査J(r税務通信』税務研究会、 2001年)
20. I国際租税入門(租税条約)J(r税経通信』税務経理協会、 2001年)
21. I判例・裁決例からみた国際租税の動向J(W国際税務』税務研究会、 1998年)
<研究発表>(口頭発表等)
1.【日本における国際課税の動向1、中国「政法大学国際交涜セミナー」、 2012年5月
2. [国際課税における実務上の諸問題]、日材且税研究協会セミナー、 2011年1月
3. [日本の芸術品の取引における税務問題]、韓国「建国大学法学研究所」国際学術大会、 20日年9月
4. [国外所在財産の把握(租税条約の限界)】、日本租税研究協会セミナー、 2011年2月
5. [日本における国際課税]、ケンブリッジ大学日本人会、 2008年8月
6. [コンブライアンスと税務]、税務研究会、 2007年7月
7. [新会社法と税務へのインパクト]、公認会計士東京会、 2006年1月
8. [長日っておきたい国際課税]、東京税理士会、 2006年10月
9. [判例，裁決例からみた国際課税の動向】、財政金融調査会、 2003年10月
10. [国際課税の動向]、日本公認会計士協会主催会員研修会、 2003年
11. [タックス・プランニングと租税回避]、 2002年
<講演>(スピーチ等)
1.【国外財産調書制度]、日本証券アナリスト協会、 12月25日
2. [納税者の権利義務と税務専門家の役割】、東北税哩士会、 7月10日、 7月11B
3. 【国際課税の動向]、日本証券アナリスト協会、 6月2日
4. [国際相続・贈与に係る課税内題]、経団連国際課税委員会、 2012年4月9日
5. [英国における租説回避への対抗策】、日本租税研究協会、 2012年3月9日
く国際連携>
[日本における国際課税の概要と動向]、中国政法大学ロースクール20周年記念スピーチ、 5月10日、 5月1日
社会活動
[研究成果の警察(警視庁)への協力】、米国LLCを利用した詐欺事件につき法人格の有無が問題となり，警察からの照
会に対し協力
実務活動
1999年~現在に至る
日本公認会計士協会租税相談員
2001年-2005年
株式会社パンダイ(社外監査役)
20例年-2008年
株式会社村田製作所(社外監査役)
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